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 2010 年 11 月に横浜で APEC の会合が開かれたことと前後して、菅直人首相はわが国が TPP（環













                                 
1  2010 年 10 月 1 日の臨時国会冒頭に菅直人首相が「TPP 交渉参加を検討する」と打ち出したことに端を発
し、政府は 11 月 9 日の閣議で、米国など 9 カ国が交渉中の TPP で「関係国との協議を開始する」との文
言を盛り込んだ「包括的経済連携に関する基本方針」を決定した。（地方自治 平成 22 年 11 月 5 日 p.14－
15 ほか朝日新聞・読売新聞等参照。） 







EPA は、現在 WTO が規定する以上の内容（WTO プラス）を含んでいる。 
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自由化をめざす包括的な FTA ということができよう。 








                                 
3  この項については石川幸一「環太平洋戦略的経済連携協定（TPP）の意義と概要」季刊国際貿易と投資 No.81
（2010 年秋号）pp.64－74 ほかを参照した。 
4  この点が医療分野における TPP を考える際の一助となる可能性がある。詳しくは後述する。 
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 しかし、当初４カ国で発効した TPP にアメリカが関与を表明5して以後、それは「米国主導の
一大経済連合」に変じた6との評価も存在する。現在アジア大洋州地域に存在する広域 FTA 構想
には、2005 年に中国が提起した ASEAN＋３（ASEAN10 カ国と日中韓）と、アメリカを排したそ
の姿勢に対抗してアメリカが APEC 規模での自由貿易圏構想を打ち出して 2006 年に研究が開始
された FTAAP と、米中の間に立つわが国が 2007 年に提唱した ASEAN＋６（ASEAN＋３にオー
ストラリア・ニュージーランド・インドを加えたもの）などが存在するが、アメリカが TPP に参




も TPP への参加が積極的に論じられ始めたのである。 
 
２．参加推進派と反対派の論旨 
 日本は 2002 年にシンガポール、04 年にはメキシコと FTA を締結し、その後 ASEAN 主要国・






 TPP にわが国が参加するということは「日米 FTA、日豪 FTA を結ぶのと同じ意味を持つ」と
いう外務省幹部の見解がある8。100％の関税撤廃が原則という取り決めがそのまま他の参加国
にも適用されれば、参加国への輸出増や関連産業の投資拡大が見込めるという考えに立つ。経
済界主要団体はこの立場から TPP に参加を求める緊急集会を開催した。 




                                 
5  2009 年 11 月にオバマ大統領が来日した際に参加の意向を示したもの。このことはわが国で TPP への関心
がもたれる契機となったが、それは現在と異なり一部の層に限られていたと思われる。 
6  朝日新聞 2010 年 10 月 28 日。 
7  田代洋一「浮き足立つ民主党政権に TPP 協議をまかせられるか」世界 2011 年 1 月号 p.79 以下参照。 
8  「特集  TPP が日本を開く－このままでは世界と戦えない」日経ビジネス 2010 年 11 月 15 日号 p.39 参照。 
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電気電子・機械の３業種について試算すると、GDP の減少額は 10 兆 5,000 億円、雇用は 81.2
万人の減少となるという。さらに内閣官房によると、TPP により 100％自由化した場合、日本
の実質 GDP は 0.48～0.65％（2.4 兆円～3.2 兆円）増加し、TPP 不参加で EU・中国と EPA を















約 3,000 人が参加する緊急集会で交渉参加を断固阻止する特別決議を採択した11。 
 わが国では国内農家を保護するため海外の農産物を輸入する際に高率の関税がかけられてい






                                 
9  玄葉光一郎「TPP を奇貨に FTA 交渉を加速化する いま「開国」を進めなければ、ふるさとから工場も農
業もなくなる！」Voice 2011 年 1 月号 p.97 参照。 
10 石川幸一「注目の TPP 基礎知識 早期参加が日本の利益になる」エコノミスト 2010 年 12 月 7 日号 p.90
以下参照。 
11 「TPP 反対で緊急集会」地方行政 2010 年 11 月 29 日 p.19 参照。 
12 日高広樹「TPP 協議開始 知事の関心は農業対策」地方行政 2010 年 12 月 6 日 p.17 参照。 
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 EU におけるわが国との貿易はどのような位置づけになっているのであろうか。2009 年度実績
で物品貿易において日本は総額で６位（約 918 億ユーロ）、EU から日本への輸出は第７位（約 360
億ユーロ）、わが国からの輸入は第６位（約 558 億ユーロ）となっている。EU からの輸出総額を
2005 年から 09 年期についてみると、EU 域外向けが全体で年平均 0.7％拡大しているのに対し、
                                 
13 玄葉光一郎「TPP を奇貨に FTA 交渉を加速化する いま「開国」を進めなければ、ふるさとから工場も農
業もなくなる！」Voice 2011 年 1 月号 p.98 参照。 
14 実際に TPP に参加し完全自由化された場合の補償額は 3.4 兆円にのぼると鈴木宣弘東大教授は試算してい
る。詳しくは田代洋一「浮き足立つ民主党政権に TPP 協議をまかせられるか」世界 2011 年 1 月号 p.85 参
照。 
15 鈴木宣弘「2011 年対論 TPP 参加は是か否か－食料自給率低下は国家リスク 拙速な選択で失う国益は大き
い」週刊ダイヤモンド 2010 年 12 月 25 日・2011 年 1 月 1 日合併号 p.77 参照。 
16 宇沢弘文「TPP は日本の農業を壊滅させ｢社会的共通資本｣を破壊する」週刊ダイヤモンド 2010 年 12 月 25
日・2011 年 1 月 1 日合併号 p.142 参照。 
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－ 82 － 
日本向けでは年平均 6.1％減少している。貿易収支は一貫して EU の輸入超過である。輸出入とも
に対 EU で１位と２位を占めているのはアメリカと中国であり、その割合も両国あわせて３割近い
数字となっている。 
 過去 10 年間でいくつかの対話が双方の間でなされてきたものの、動きが大きく進展したとは言
い難いと欧州委員会は述べ、EU 企業が日本へ自由な投資ができるようにするには日本市場への
投資に対する構造的障壁を撤廃すべきだとしている。また、相互の貿易拡大を達成するため日本
側のいっそう迅速かつ包括的な進展が望まれると指摘した17。すなわち対 EU での FTA なり EPA
なりを考える場合にはかなり思い切った決断をしなければならないようである。換言すれば今以
上の利益を上げ続けようとするならば対 EU 戦略の抜本的見直しが必要というところであろう。 












中国・インドなど巨大な市場を誇る国との FTA である。これらの国との FTA の実現は米国の輸
出に大きく寄与する。だが、米国が求める厳しい基準の FTA には抵抗を見せると考えられる19」
という。そこで日本や中国が属する APEC 域内での貿易・投資自由化実現が大きな意味をもって
くるのである。そのためのステップとしてアメリカは TPP 交渉に参加したと考えられる。 







                                 
17 JETRO 海外調査部欧州調査レポート「EU 新通商戦略における日本の位置づけ」ユーロトレンド 2010.12. p.4 
http://www.jetro.go.jp/jfile/report/07000433/eu_tsusho_senryaku.pdf (2011.1.31.取得) 
18 朝日新聞 2011 年 1 月 26 日。 
19 「特集 APEC アジア太平洋地域への期待」P.10 以下 ジェトロセンサー2010 年 11 月号 参照。 
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20 イギリスにおける外国人看護師の就労に関しては拙稿「外国人看護師受け入れに関する一考察－イギリス
と日本の比較検討－」実践女子大学人間社会学部紀要 5  PP.139-153(2009.4) ほかを参照されたい。 
21 2011 年 1 月 29 日 朝日新聞。 
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 事実、看護および介護の現場では EPA に基づき数百人の外国人を候補者として受け入れたが、
わが国で資格を取得して就労に到った者はごくわずかである23。また、わが国の医療界が懸案
                                 
22 詳しくは拙稿「少子化対策への一提案－出産について考える」実践女子大学人間社会学部紀要 4  
  PP.141-155(2008.4)「外国人看護師受け入れに関する一考察－イギリスと日本の比較検討」実践女子大学人
間社会学部紀要 5 PP.139-153(2009.4)ほかを参照されたい。 
23 詳しくは医療界と TPP の問題を明らかにする一助として後述する。 
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た看護師国家試験を候補者のうち 254 人が受験し、３人がはじめて合格した。 






                                 
24 法務省は 2010 年 11 月 30 日に「日本で歯科医師や看護師の国家資格をもつ外国人の就労年数などの制限」
を撤廃した。このことは海外から閉鎖的と批判もある医療現場が国際化される契機となる可能性を有して




大学アジア総合政策研究センター紀要 第 5 号 p.153 以下参照。 
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26 河原諭「経済連携協定に基づく外国人看護師候補者の受け入れについて」看護 2010 年 10 月号 p.70 参照。 
27 川口貞親・平野（小原）裕子・大野俊「日本全国の病院における外国人看護師受け入れに関する調査（第
１報）－結果の概要－」九州大学アジア総合政策センター紀要 第 3 号 p.53 以下参照。調査対象の 34.1％
にあたる 541 病院から回答が寄せられた。 
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 現在わが国政府が参加を検討している TPP であるが、その全体像をわれわれ国民はまだよく知
らない。しかしその実態が 100％の FTA であって、あらゆるものの移動が加盟国内で自由化され
るとすれば、日常生活の多くに変化が生じるはずである。Ⅱで論じたとおり、それは生産業と農
業との間の問題にはとどまらない。そこで本稿では医療分野における自由化がどのようなものと
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 もうひとつ、自由化にあたって重要なポイントとなるのは日本国内における医療分野の改善で
ある。政府の新成長戦略で医療・介護は経済をけん引する産業として位置づけられ、45 兆円の新
規市場・280 万人の新規雇用が目標とされているにもかかわらず、Ⅳでみたとおり医療従事者の
おかれる状況は依然厳しい。結果として海外から医療人が流入する一方で国内の優秀な人材がよ
りよい環境を求めて海外へ流出してゆくことは避けられないであろう。このような「ヒトの移動」
の自由化に伴ういわゆる頭脳流出を抑えるための対策をきちんと考えられねばならない。また、
優秀な人材を育成し定着させるための基礎研究や応用技術開発といった医療界を支える環境整備
の充実にもさらに配慮しなければ問題の根本は解決されないどころか、わが国は世界各国との医
療をめぐる競争に遅れをとる形となろう。医療立国を目指すには、まだ日本の戦略はあいまいで
真剣味を欠いている。もっと多角的な視野から問題をとらえ、あらゆる部門でしっかりと足元を
かためて全体を形づくることが必要ではなかろうか。 
 
